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2１．はじめに

◼ 2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）に向けた内容について、これまで本検
討会、および制度検討作業部会（国の審議会）において整理を進めてきた。

◼ 本日は、「容量市場追加オークション募集要綱（対象実需給年度:2026年度）」と「容量確保契
約約款」の案に係る主なポイントとスケジュールについて報告を行う。



3（参考）容量市場に関連する文書類（1/2）

◼ 容量市場では、関連する文書類の公表や情報提供を行っている。

◼ 今回、2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）に向けた
「容量市場追加オークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の公表に向けた意見募集を実施する。

赤枠：今回の意見募集の対象

※1：初回策定や大きな変更時は意見募集を実施 ※2：対象実需給年度毎に公表 ※3：対象実需給年度に依らず共通

関連文書 概要 公表状況

容量市場
募集要綱
※1※2

容量市場
業務

マニュアル
※1※2

容量確保
契約書
※1※3

公表済

2024～28年度向け
公表済

• メインオークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定

• メインオークションおよび追加オークションにおける容量提供事業者に求められる要件、容量確保契約金額そ
の他の契約条件を規定

• 算定諸元（容量停止計画、発電計画・発電上限等）の登録・アセスメント結果の確認手続き等について
記載

• 余力活用契約・給電申合書等の締結、電源等情報の追加登録等について記載

• 電源等差替の手順、提出書類等について記載

• 電源等リストの登録・実効性テストの手順、提出書類等について記載

• 容量停止計画の提出・作業調整手順等について記載

• 参加登録申請の手順、提出書類等について記載
• メインオークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

2024～28年度向け
公表済

• 追加オークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定
2024～25年度向け

公表済

2023～24年度応札
公表済

• 長期脱炭素電源オークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定

公表済
• 長期脱炭素電源オークションにおける容量提供事業者に求められる要件、容量確保契約金額その他の契
約条件を規定

2024～27年度向け
公表済

• ペナルティ・容量確保契約金額、支払通知書・請求書の確認手続等について記載

• 容量拠出金（仮算定含む）、還元額、追加請求額の確認、支払手続き等について記載

2024年度向け
公表済

容量確保契約約款

実需給期間中 リクワイアメント対応
(安定電源)(変動電源(単独))

(変動電源(アグリ))
(発動指令電源)編

実需給前に実施すべき業務
（全般）編

電源等差替編

実効性テスト編

容量停止計画の調整業務編

参加登録・応札・容量確保
契約書契約締結編

容量市場メインオークション
募集要綱

容量市場追加オークション
募集要綱

長期脱炭素電源オークション
募集要綱

長期脱炭素電源オークション
容量確保契約約款

メ
イ
ン
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

実需給期間中 ペナルティ・
容量確保契約金額対応編

容量拠出金対応編

2024～25年度向け
2026年度以降※3向け

公表済み

2024～26年度向け
公表済
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容量市場
業務マニュアル
※1※2

• 参加登録申請の手順、提出書類等について記載
• 追加オークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

2024～25年度向け
公表済

容量市場
システム

マニュアル※3
• 容量市場システムのログイン方法や入力方法、画面等、操作方法等について記載 公表済

• 長期脱炭素電源オークションの参加登録や応札等について記載

• 長期脱炭素電源オークションのペナルティ・容量確保契約金額対応について記載

2023～24年度応札
公表済

2023～24年度応札
公表済

参加登録・応札・
容量確保契約書の締結編

追
加
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

長
期
脱
炭
素
電
源
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

事業者情報・電源等情報登録
期待容量登録・応札・契約
電源等差替・実効性テスト

・容量停止計画・
アセスメント・ペナルティ・

容量確保契約金額・支払・請求 編

参加登録・応札・
容量確保契約書の締結編

※1：初回策定や大きな変更時は意見募集を実施 ※2：対象実需給年度毎に公表 ※3：対象実需給年度に依らず共通

関連文書 概要 公表状況

電源等差替・市場退出・契約の変更
・登録情報の変更業務編

• 長期脱炭素電源オークションの電源等差替・市場退出・契約の変更・登録情報の変更業務につい
て記載

実需給期間前から発生する
リクワイアメント対応編

• 長期脱炭素電源オークションの実需給期間前から発生するリクワイアメント対応について記載

ペナルティ・
容量確保契約金額対応編

実需給期間中
リクワイアメント対応編

• 長期脱炭素電源オークションの実需給期間中のリクワイアメント対応について記載

容量拠出金対応編 • 長期脱炭素電源オークションの容量拠出金対応について記載

意見募集実施予定

（参考）容量市場に関連する文書類（2/2）



5２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
主な反映事項

そ
の
他

① 非効率石炭火力に関する稼働抑制リクワイアメントと平常時の市場応
札のリクワイアメントの関係について

➢非効率石炭火力は年間設備利用率を50％に抑制するリクワイアメントがある一方で、
卸取引所等への市場入札を求めるリクワイアメントがあるため、関連する国の審議会の
整理の方向性に沿って、平常時において市場応札量を減少できる場合を明示的に記
載する。

【募集要綱】（第7章4-2）
非効率石炭火力については、年間の
設備利用率を踏まえた「供給計画・
発電販売計画等の事前の運転計
画に沿う場合」に市場応札量を減少
できることとする旨を追記

【約款】（附則の追加）
市場退出時のペナルティは、調達
オークションが未開催等の場合は返
金されるが、供給信頼度基準が未
達のエリアでは返金しないことを追記

② 追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い
➢追加オークション（調達）開催後に、ある一定の条件で市場退出ペナルティを減免す
るルールがあるところ、オークションの結果、供給信頼度基準を満たさない場合は、当該
減免を適用しないことする措置について記載する。

➢本措置の適用は実需給2026年度以降を対象としつつも、本件に関する容量確保契
約約款の改定までに市場退出を行った供給力については本措置を適用しないこととし、
約款に附則を記載する。

反映箇所2024年度追加オークション（対象実需給年度:2025年度）からの変更点

24

年
度
メ
イ
ン

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
で

反
映
済

25

年
度
追
加

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
よ
り
反
映

• 上記反映の他、これまでに受けた問合せ等を踏まえ、よりわかりやすい表現となるよう一部表現を明確化する修正を実施。
（例１）供給指示対応時におけるリクワイアメント未達成量（約款第18条 1.(3)）
（例２）稼働抑制のアセスメントの補正 （約款第18条 1.(4)※3）

• 市場応札および供給指示のリクワイアメントにおけるペナルティレートは、同一の実需給年度となるメインオークションとの平仄をと
ることを踏まえ、従来どおり（Z=30）とする。
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◼非効率石炭火力に関する稼働抑制リクワイアメントと平常時の市場応札量について

➢ 非効率石炭火力は年間設備利用率を50％に抑制するリクワイアメントがある一方で、卸取引所等
への市場入札を求めるリクワイアメントがあるため、関連する国の審議会の整理の方向性に沿って、
年間の設備利用率を踏まえた「供給計画・発電販売計画等の事前の運転計画に沿う場合」は、市
場応札量を減少できる場合を明示的に記載する。

◼ 「第7章 契約条件 4.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ」に、非効率石炭火力電源について記載
【募集要綱】

募集要綱・約款への反映内容

2024年度メインオークション（対象実需給年度:2028年度）における既に反映された内容の適用

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
①非効率石炭火力に関する稼働抑制リクワイアメントと平常時の市場応札量について（1/2）
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募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第7章 調達オークション契約条件

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

４－２ 実需給期間中
（１）リクワイアメント

容量提供事業者は、契約電源について、以下の各号に定める実需給期間中
のリクワイアメントを達成しなければならないものとします。

ア 電源等の区分が安定電源の場合
（略）
(イ)発電余力の卸電力取引所等への入札
実需給年度において、容量停止計画※が提出されていない時間帯に小売
電気事業者等が活用しない余力を卸電力取引所等に入札すること
※出力抑制に伴う停止計画は除く。
ただし、以下のいずれかに該当する場合、卸電力取引所等に入札する量
を減少できるものとします。
1) 小売電気事業者等と相対契約を締結している場合で、当該契約にお
ける計画変更の締切時刻以降に入札可能な市場が存在しない場合
2)燃料制約等の制約がある場合（ただし、前日以降の需給バランス評価
によって広域予備率低下に伴う供給力提供の周知対象となったコマ（以
下「低予備率アセスメント対象コマ」という）は除く）
3)前日以降の需給バランス評価で平常時と判断された時間帯において、
バランス停止（出力抑制を含む）からの起動が不経済となる場合
4)提供する供給力の最大値が、アセスメント対象容量以上の場合
5)その他やむを得ない理由があり、本機関が合理的と認めた場合

４－２ 実需給期間中
（１）リクワイアメント

容量提供事業者は、契約電源について、以下の各号に定める実需給期間中
のリクワイアメントを達成しなければならないものとします。

ア 電源等の区分が安定電源の場合
（略）
(イ)発電余力の卸電力取引所等への入札
実需給年度において、容量停止計画※1が提出されていない時間帯に小売
電気事業者等が活用しない発電余力を卸電力取引所等に売り入札するこ
と※2

※1：出力抑制に伴う停止計画は除く。
※2：揚水および蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供事業者が登
録した運転継続時間分の供給力のうち小売電気事業者等が活用しない発
電余力を売り入札すること
ただし、以下のいずれかに該当する場合、卸電力取引所等に売り入
札する量を減少できるものとします。
1)小売電気事業者等と相対契約を締結している場合で、当該契約におけ
る計画変更の締切時刻以降に売り入札可能な市場が存在しない場合
2)事業者の責によらない燃料制約等の制約がある場合（ただし、前日以
降の需給バランス評価によって広域予備率低下に伴う供給力提供の周知
対象となったコマ（以下「低予備率アセスメント対象コマ」という）は
除く）
3)非効率石炭火力電源について、実需給期間中に年間設備利用率の範囲
内を見込むにあたり、供給計画・発電販売計画等の事前の運転計画に
沿っている場合（ただし、低予備率アセスメント対象コマは除く）
4)前日以降の需給バランス評価で平常時と判断された時間帯において、
バランス停止（出力抑制を含む）からの起動が不経済となる場合
5)提供する供給力の最大値が、アセスメント対象容量未満の場合
6)その他やむを得ない理由があり、本機関が合理的と認めた場合

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
①非効率石炭火力に関する稼働抑制リクワイアメントと平常時の市場応札量について（2/2）

赤字下線あり：主な変更ポイントとしての更新 下線のみ：表現を明確化する更新
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第94回制度
設計専門会合
資料より
(2024/2/29)

（参考）「2025年度以降の容量市場リクワイアメントを踏まえたスポット市場における
「余剰電力の全量」の考え方について」（1/2）



9
（参考）「2025年度以降の容量市場リクワイアメントを踏まえたスポット市場における

「余剰電力の全量」の考え方について」（2/2）

第94回制度
設計専門会合
資料より
(2024/2/29)
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◼ 追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い
➢追加オークション（調達）開催後に、ある一定の条件で市場退出ペナルティを減免するルールがあると
ころ、オークションの結果、供給信頼度基準を満たさない場合は、当該減免を適用しないことする措置
について記載する。

➢本措置の適用は実需給2026年度以降を対象としつつも、本件に関する容量確保契約約款の改定
までに市場退出を行った供給力については本措置を適用しないこととし、約款に附則を記載する。

◼ また、本件の内容については約款の公表（2025年2月頃）後の市場退出案件より適用される。

◼ 市場退出時のペナルティは、調達オークションが開催されなかった場合や、調達オークションの価格がメイ
ンオークションの価格以下の場合に全額返金される。また、調達オークションの価格がメインオークションの
価格の105％未満の場合には、一部返金されるが、供給信頼度基準が未達のエリアでは返金しないこ
とを附則にて追記
【約款】

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
②追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い（1/2）

2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）から反映する事項

募集要綱・約款への反映内容
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募集要綱・約款での記載 【約款】 附則（2025年〇月〇日）

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

記載なし 附則（2025年〇月〇日）
第1条 適用対象
本附則は、本附則の施行日以降に市場退出した対象実需給年度が2026年度以降
の容量確保契約に適用するものとします。

第2条 市場退出時のペナルティ
第13条第2項に示す、市場退出時の経済的ペナルティが返金される場合につい
て、以下に読み替えます。

2.前項第1号で科した経済的ペナルティは、以下の各号に該当する場合に返
金を行います。
①各エリアにおいて、調達オークションが開催されなかった場合
返金額 ＝ 市場退出時の経済的ペナルティの全額

②各エリアにおいて、調達オークションが開催され、調達オークション
の当該エリアの約定価格がメインオークションの当該エリアの約定価
格以下となった場合
返金額 ＝ 市場退出時の経済的ペナルティの全額

③各エリアにおいて、調達オークションが開催され、調達オークション
の当該エリアの約定価格が、メインオークションの当該エリアの約定
価格×105％未満となった場合
返金額 ＝ 市場退出時の経済的ペナルティの全額－市場退出した電源
等の容量 ×（調達オークションの当該エリアの約定価格 － メイン
オークションの当該エリアの約定価格）

ただし、調達オークションが開催され、供給信頼度基準が満たされなかっ
たエリアでは、上記②③に該当する場合でも、経済的ペナルティの返金は
行いません。

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
②追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い（2/2）
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第97回制度検討作業部会資料より
(2024/10/30)

（参考）追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い（1/2）



13（参考）追加オークションの実施判断までに行われた市場退出ペナルティの取扱い（2/2）

第97回制度検討作業部会資料より
(2024/10/30)
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供給指示対応時におけるリクワイアメント未達成量（約款第18条 1.(3)）
「供給指示に応じていない場合、リクワイアメント未達成量はゲートクローズ以降の余力の全量とする」と
の記載について、「リクワイアメント未達成量はアセスメント対象容量と発電量調整受電電力量*との差分
となる」ことを明確化する。

*:発電計画以上に実績を出した事業者の対応を評価することが明確になる。

※明確化前に異なる解釈を行っていた事業者については運用において個別に丁寧に対応を行う。

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
その他 表現を明確化する修正（1/2）

明確化のための修正例１

稼働抑制のアセスメントの補正 （約款第18条 1.(4)※3）
「設備容量と契約容量が異なる場合」に補正することとなっているが、その取り扱いについて、「計量値
（送電端）が契約容量を超えているコマについては、当該コマの計量値（送電端）を契約容量として補
正する」ことを明確化。

明確化のための修正例２
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募集要綱・約款での記載 【約款】 第18条 1.① (3), (4)

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

第18条 実需給期間中のアセスメント
1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績および本機関が別
途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報を
提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。
①電源等の区分が安定電源の場合
(3)電気の供給指示への対応
前日以降の需給バランス評価で低予備率アセスメント対象コマに該当
すると判断された場合に、属地一般送配電事業者からの電気の供給指
示への対応有無を確認します
なお、電気の供給指示に応じた電気を供給していないと本機関が判断
した場合、ゲートクローズ以降の発電余力の全量をリクワイアメント
未達成量とします

(4)稼働抑制
対象実需給年度が 2025 年度以降において、非効率石炭火力電源の実
需給期間中における年間設備利用率が 50％を超えていないか確認し
ます
・年間設備利用率※1 ＝｛計量値（送電端） ※2, ※3, ※4

－需給ひっ迫時の計量値（送電端）※2, ※3, ※4, ※5 ｝
÷（契約容量※6 ×8,760 時間※7 ） ※8

※3：設備容量と契約容量が異なる場合は、契約容量に応じた補正
により計量値（送電端）相当を算定します

第18条 実需給期間中のアセスメント
1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績および本機関が別
途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報を
提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。
①電源等の区分が安定電源の場合
(3)電気の供給指示への対応
前日以降の需給バランス評価で低予備率アセスメント対象コマに該当
すると判断された場合に、かつ、属地一般送配電事業者からの電気の
供給指示へのがあった場合に、対応有無状況を確認します。
なお、電気の供給指示に応じた電気を供給していないと本機関が判断
した場合、ゲートクローズ以降の発電余力の全量をリクワイアメント
未達成量としますアセスメント対象容量から発電量調整受電電力量を
差し引いた値が正となる場合、原則として、この値をリクワイアメン
ト未達成量と判断します。
・リクワイアメント未達成量※1

＝ アセスメント対象容量※2 － 発電量調整受電電力量
※1：負値となる場合は零とします
※2：出力抑制に伴う容量停止計画が提出されている時間帯は提供す

る供給力の最大値とします
(4)稼働抑制
対象実需給年度が 2025 年度以降において、非効率石炭火力電源の実
需給期間中における年間設備利用率が 50％を超えていないか確認し
ます
・年間設備利用率※1 ＝｛計量値（送電端） ※2, ※3, ※4

－需給ひっ迫時の計量値（送電端）※2, ※3, ※4, ※5 ｝
÷（契約容量※6 ×8,760 時間※7 ） ※8

※3：設備容量と契約容量が異なる場合は、契約容量に応じた補正
により計量値（送電端）相当を算定します計量値（送電端）
が契約容量を超えているコマについては、当該コマの計量値
（送電端）を契約容量として補正します

２．追加オークション募集要綱案および約款案の主なポイント
その他 表現を明確化する修正（2/2）

（例１）

（例2）

下線のみ：表現を明確化する更新



16３．追加オークションに関する今後のスケジュール
意見募集の実施

◼ 「容量市場追加オークション募集要綱（対象実需給年度:2026年度）」と「容量確保契約約款」
の案について、12月上旬頃より意見募集の開始を予定している。

◼ 意見募集でいただいたご意見や、制度検討作業部会のとりまとめをもとに、「容量市場追加オークショ
ン募集要綱（対象実需給年度:2026年度）」と「容量確保契約約款」の公表を行う。
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◼ 2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）については、募集要綱の公表後、
参加登録を3月より開始していくことを予定している。あわせて事業向けの説明会も実施していく。

◼ オークションの実施判断や、それにともなう需要曲線の公表を4月に予定し、応札期間については6
月を予定している。

◼ 応札に向けた日程や手続きは、確定次第、広域機関HPで公表を行いながら、あわせて事業者説明
会資料等でも発信を行っていく。

３．追加オークションに関する今後のスケジュール
参加登録や応札期間など

(本日) ： 募集要綱案の概要

⚫ 12月4日 ： 募集要綱案の意見募集の実施

⚫ 2月上旬 ： 募集要綱の公表

⚫ 2月上旬 ： 追加オークションや応札業務に関する事業者向けの説明会等

⚫ 3～4月 ： 参加登録（事業者情報、電源等情報、期待容量）

⚫ 4月頃 ： 追加オークション実施判断、需要曲線※の公表

⚫ 6月頃 ： 応札期間（追加オークション実施となった場合）

⚫ 7月頃 ： 約定結果の公表（追加オークション実施となった場合）

※リリースオークションの場合は供給曲線

記載の日付は予定であり変更となる可能性があります
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期待容量等算定諸元一覧の
登録受付

◼ 2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）は、3月より参加登録を開始し、開催の場合の
応札期間は6月を予定している。

（参考）2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）の
スケジュール概要（予定）

2025年度2024年度

6月 7月9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

③
参加登録

④
需要（供給）

曲線
・

実施判断

⑤
約定結果

・
契約書締結

容量確保契約書締結の手続 ▲
容量確保契約の結果公表

事業者情報の登録

②
関連文書

・
説明会

パブ
コメ

パブコメ
対応 ▲業務マニュアル公表

期待容量の登録

【募集要綱】
【業務マニュアル】
（参加登録・応札
・契約締結編）

▲容量市場追加オークション募集要綱公表

約定結果の公表▲

実施判断▲

⑥
その他

電源等情報の登録

8月 9月

実効性テスト（夏） 実効性テスト（冬）
ベースロード市場開催

1回目▲供給計画に基づく
需要想定更新

事業者向け説明会

需要（供給）曲線の公表▲

容量停止計画の調整

需要（供給）曲線作成要領案▲
需要（供給）曲線（イメージ案）

応札の受付

2月5日

2月5日

1月末頃

3月3日～3月7日 3月3日～3月21日

4月8日～4月25日

4月23日

4月23日

6月4日～6月16日 6月17日～6月23日

7月末頃

8～9月頃
10月頃

▲容量確保契約の変更または解約の確認期限日

10月

内容によってパブコメ
省略の可能性あり

記載の日付は予定であり変更となる可能性があります



19４．追加オークションの実施判断にかかる確認等

◼ 追加オークションの実施判断にあたっては、需要想定やメインオークションで調達した供給力等の情報
を確認していく。

◼ メインオークションで調達した供給力の内容については、以下の内容の反映を行っていく。

➢ 実効性テスト結果 （夏：2024年7～9月、冬：2024年12月～2025年2月）

➢ 容量停止計画の調整結果 （2024年11～12月）

➢ 供給計画に基づく需要想定更新 （2025年3月）

➢ 容量確保契約の変更または解約確認（結果反映：2025年3月）

◼ また、追加オークションの実施判断として扱う場合の「容量確保契約の変更または解約確認」につい
ては、毎年度のお知らせとなるが、次ページの形で案内を行っていく。

※容量確保契約の変更または解約の申請を行う場合には、手続きに一定の期間を要するため
可能な限り早めに申し出を行うことが求められる。



20５．市場退出の手続き方法等について

◼ 追加オークションの実施判断として扱う場合の「容量確保契約の変更または解約確認」については、容
量確保契約の変更または解約の申請に必要となる提出書式、および提出期日等の申請方法を今後示
していく。
（市場退出時の経済的ペナルティは、容量確保契約の変更または解約の確認期限日を起点に異なる率を設定）

◼ 手続きの申請に関しては、4月の追加オークション実施判断に必要なデータの確認が求められ、対象とな
る電源等に市場退出に関する意思の連絡を求めること等、一定の確認期間が必要となる。

◼ ついては、このあと詳細な市場退出の手続き方法等を広域機関HPで公表し、確認期限日を2025年
3月7日※として案内を予定している。

第13条 市場退出時の経済的ペナルティ
１．本機関は、契約電源の全部または一部が第12条に示す市場退出をした場合、当該電源等にかかる容量提供事業者に対し、以下の各号の

いずれかに定める経済的ペナルティを科します。

① 市場退出が、追加オークションの実施判断に必要な容量確保契約の変更または解約の確認期限日までの場合
経済的ペナルティ ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価 × 5％

② 市場退出が、上記確認期限日の翌日以降の場合
経済的ペナルティ ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価 × 10％

＜容量市場 容量確保契約約款＞

【実需給年度2026年度における市場退出時の経済的ペナルティ】
➢ 2025年3月7日（金）までに市場退出を表明された電源等

経済的ペナルティ ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価 × 5％
➢ 2025年3月7日（金）の翌日以降に市場退出を表明された電源等

経済的ペナルティ ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価 × 10％

※実需給年度2026年度の確認期限日は2025年3月7日となり、その後の様式等の提出〆切は2025年3
月28日で案内を予定しています。

※市場退出の要件は、容量確保契約約款第12条にもとづきます。所定の書式の提出が2025年3月28日ま
でに行われない場合は、確認期限日の翌日以降に市場退出表明が行われたものと扱います。
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◼ このあと、追加オークションの参加に向けた登録業務（事業者情報、電源等情報、期待容量）や応
札の手順について、留意点に関して説明会資料等でも周知を行っていく。

＜事業者情報＞
⚫ 過去の容量オークション（メインオークション・追加オークション・長期脱炭素電源オークション）において既に事業者
情報を登録済の事業者は、新たに事業者情報を登録する必要はありません。登録済の事業者情報について内
容確認の上、必要に応じて修正してください。

＜電源等情報＞
⚫ メインオークション時に既に電源等情報を登録済の場合は、新たに電源等情報を登録する必要はありません。登
録済の電源等情報について内容確認の上、必要に応じて修正してください。長期脱炭素電源オークションの落札
電源（参加条件を満たすもの）が参加する場合は、新たに電源等情報の登録が必要ですのでご注意ください。

⚫ 発動指令電源については、実需給2年度前(2024年度)の実効性テストのため、既に電源等リストの登録
(2024年2月末迄)がされており、あらためて登録が必要な項目および提出書類はありません。

＜期待容量＞
⚫ 調達オークションの応札を希望する事業者で、期待容量が未登録の場合や、メインオークションにて登録済の期待
容量が変更となる場合は、期待容量の登録または変更を行ってください。

⚫ 期待容量等算定諸元一覧(安定電源(純揚水)および変動電源)を利用する電源については、調整係数が更新
されるため期待容量の再登録が必要となります。

⚫ 発動指令電源にて追加オークションへ参加する場合には、実効性テストの対応で期待容量の登録※が完了してい
るため、追加オークションにて新たに期待容量を登録いただく必要はありません。
※電源等リストに記載されている全ての地点が、同一指令の対象となる電源Ⅰ’の実績を代替して報告することが可能です。

＜応札＞
⚫ 複数の電源等の期待容量を登録した事業者は、電源等毎に応札情報を登録してください。

６．2025年度追加オークション（対象実需給年度:2026年度）の事業者向けの周知
＜事業者向け資料より抜粋＞

＜参考＞抜粋例


